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本日の検討事項

• 本日は、次世代電力・ガス基盤構築小委員会で整理された下記検討事項のうち、短期の最適

な需給運用を可能とする市場整備（検討事項④）として、電力（kWh）と調整力（ΔkW）を

同時に取引する仕組みの新たな電力市場（同時市場）の導入について御議論いただきたい。
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同時市場の検討の経緯

• 現在、電力の安定的・効率的な調達について、卸電力市場や需給調整市場における市場価格

高騰、応札不足や、一般送配電事業者の系統運用業務における不確実性の拡大など、様々な

課題が顕在化している。また、実需給直前まで出力予測が変化する変動性再生可能エネル

ギー電源を大量に導入すると、これらの課題は更に深刻化することが想定される。

• 同時市場は、以上の課題認識を踏まえ、変動性再エネ電源の大量導入下においても、安定

的・効率的な電源の調達・運用を可能とする市場制度として、以下の検討会等において、そ

の仕組みや費用便益分析、技術検証等が進められてきた。

- 卸電力市場、需給調整市場及び需給運用の在り方勉強会（2021年12月28日～2022年6月20日）

- あるべき卸電力市場、需給調整市場及び需給運用の実現に向けた実務検討作業部会（2022年7月29日
～2023年4月25日）

- 同時市場の在り方等に関する検討会（以下「検討会」。2023年8月3日～）

• こうした検討を踏まえ、2025年2月に閣議決定された「第７次エネルギー基本計画」及び電

力・ガス基本政策小委員会の「電力システム改革の検証結果と今後の方向性」（2025年3

月）では、同時市場の導入に向け本格的に検討を行っていくこととされ、引き続き、検討会

において、制度設計や導入に向けた議論が行われている。
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（参考）検討会委員等構成・開催実績

• 2023年8月3日 第1回
• 2023年9月20日 第2回
• 2023年10月23日 第3回
• 2023年11月27日 第4回
• 2023年12月27日 第5回
• 2024年2月5日 第6回
• 2024年3月18日 第7回
• 2024年4月19日 第8回
• 2024年5月22日 第9回
• 2024年6月19日 第10回
• 2024年8月19日 第11回
• 2024年9月25日 第12回
• 2024年11月8日 中間取りまとめ
• 2025年2月19日 第13回
• 2025年3月24日 第14回
• 2025年4月22日 第15回
• 2025年5月20日 第16回
• 2025年6月25日 第17回

※五十音順、敬称略、◎は座長

（委員）
秋元 圭吾 公益財団法人地球環境産業技術研究機構 システム研究グループ グループリーダー
五十川 大也 大阪公立大学 経済学研究科 准教授
市村 拓斗 森・濱田松本法律事務所 パートナー 弁護士
◎金本 良嗣 政策研究大学院大学 客員教授
河辺 賢一 東京工業大学 工学院 電気電子系 准教授
小宮山 涼一 東京大学大学院 工学系研究科 教授
松村 敏弘 東京大学 社会科学研究所 教授
横山 明彦 東京大学 名誉教授

（オブザーバー・事務局）
市村 健 エナジープールジャパン株式会社 代表取締役社長兼CEO
國松 亮一 一般社団法人日本卸電力取引所 企画業務部長
齊藤 公治 関西電力株式会社 執行役員 エネルギー・環境企画室長
新川 達也 電力・ガス取引監視等委員会 事務局長
永田  真幸  電力中央研究所 グリッドイノベーション研究本部 ネットワーク技術研究部門長
西浦 寛 一般社団法人日本風力発電協会 政策部会 副部会長
野澤 遼 株式会社enechain 代表取締役
東谷 知幸 株式会社JERA 企画統括部 経営環境部 上席推進役
福元 直行 一般社団法人電力需給調整力取引所 代表理事 事務局長
増川 武昭 一般社団法人太陽光発電協会 事務局長代理兼企画部長
山本 竜太郎 一般社団法人送配電網協議会 専務理事・事務局長
渡邊 崇範 東京ガス株式会社 エネルギートレーディングカンパニー 電力事業部長

大山 力 電力広域的運営推進機関 理事長
長窪 芳史 資源エネルギー庁 電力・ガス事業部 政策課 制度企画調整官
小柳 聡志 資源エネルギー庁 電力・ガス事業部 政策課 電力産業・市場室長
筑紫 正宏 資源エネルギー庁 電力・ガス事業部 電力基盤整備課長

委員等名簿 開催実績
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１．電力市場の現在の課題

２．同時市場の概要と主要な仕組み

３．同時市場導入後の各事業者の役割

参考１ 同時市場における市場価格算定

参考２ 費用便益分析

参考３ 実現可能性に関する検討



現行制度の利点も生かした「同時市場」の導入 6

電力取引に関する構造的課題

• 現在、電力取引に関して様々な課題が顕在化しており、今後、変動性再エネ電源が大量導入されると更な

る深刻化が想定される。その対応策として、同時市場を導入することには大きな意義があると考えられる。

変動性再エネの更なる大量導入

過去・現在
における
顕在化

• 2020年度冬期の需給
ひっ迫によるスポット市場
の売り切れ・価格高騰

 kWh市場とΔkW市場
が別に運用されているた
め取り合いが生じうる

将来想定
される

環境変化

考えられる
解決策

• 需給調整市場の調達
未達・価格高騰

電源の販売先の市場が
分散していること、ΔkW
価格における起動費回
収漏れリスクの存在等
が応札不足の一因

①市場が別に運用されていることによる課題 ②入札・約定方法の課題

• kWh単価のみで売買する
スポット市場における効率
的な入札・約定の限界

効率的な電源運用のため
には起動費等を考慮した
約定メカニズムが必要

③需給運用の課題

• 再エネ出力制御、系統混
雑対応が徐々に深刻化

変動性再エネやノンファー
ム電源の増加により需給
バランスの変化や系統混
雑が増加

• 変動性再エネの増加に伴う調整力必要
量の増加により、kWhとΔkWの取り合い
は更に深刻化

• 市場価格の予見性が低下し、入札価
格や入札ブロックの適切な設定が更に
困難化

• 需給バランスの一層の不安定
化により、需給運用が更に困
難化し、混雑処理費用も増加

kWh市場とΔkW市場の一体化 発電機の特性を踏まえた入札・約定方法

TSOが電源運用等の全てを差配するのは現実的ではないことにも配慮が必要（例：燃料調達、運転制約、分散型電源等）

需給・系統制約を考慮した電源運用

構造的課題
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需給ひっ迫・市場価格高騰

• 2020年度冬期、寒さによる需要増と燃料制約等に起因して、JEPXスポット市場価格が高騰。

最高価格が250円/kWh、１日の平均価格が150円/kWhを超える水準まで高騰した。市場連

動型料金メニューの需要家の料金高騰、小売事業者の撤退による無契約の需要家の発生、数

百億円にも及ぶ託送料金・インバランス料金の未回収等、社会的にも大きな問題が生じた。
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（参考）スポット市場価格の推移

第２回電力システム改革の検証を踏まえた制度設計ワーキンググループ（2025年7月4日）資料４から抜粋
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市場価格高騰のメカニズム

• 2020年度冬期の市場価格高騰の要因について、監視等委の検証によれば、燃料枯渇を懸念し

た発電事業者が発電量を抑制したことにより、スポット市場で売り切れが発生。買い入札価

格で約定価格が決定される状況となり、スパイラル的な高騰が発生した。

• このとき、発電事業者が抑制した電源が、結局は調整力として使用されたケースがあり、電

源が電力と調整力に適切に配分されていれば、売り切れ状態が緩和された可能性がある。

「2020年度冬期の電力需給ひっ迫・市場価格高騰に係る検証中間取りまとめ」（2021年
６月）から抜粋、一部加工

第32回電力・ガス基本政策小委員会（2021年3月26日）資料３から抜粋
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需給調整市場の調達未達・価格高騰

• 調整力（ΔkW）の取引を行う需給調整市場では、2024年4月から全５商品の取扱いが開始さ

れたものの、約定量が募集量を大幅に下回る状況が発生。これにより価格高騰も発生し、市

場を通じた調整力の確保について、安定性及び効率性の両面から課題が生じている。

• 現在は、三次調整力②について、エリアごとの状況、余力活用コストとのバランスを考慮し

た募集量削減をするとともに、2026年度からは、全商品の前日取引化（※）等の対応が予定

されている。
※ 現在は、一次調整力～三次調整力①は、週間商品として実需給日の前週火曜日に入札締切り・約定が行われ、三次調整

力②は前日に取引が行われている。

第92回制度検討作業部会（2024年5月10日）資料4から抜粋
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（参考）需給調整市場の応札障壁（起動費の取漏れ等）

• 広域機関において、需給調整市場の取引会員にアンケートを実施したところ、応札可能なリ

ソースを所有する会員（下記において「会員Ａ」と分類）の回答として、調整力供出に与え

る影響が最も大きいと考えられる応札障壁は、起動費の取漏れリスクであった。

第47回需給調整市場検討小委員会、第63回調整力の細分化及び広域調達の技術的検討に関する作業会（2024年5月15日）資料３から抜粋
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起動費等を考慮した市場入札・約定

• 火力電源を効率的に運用するためには、電源の起動費と総燃料費を考慮する必要がある。例

えば、下記パターンの運転費用は、起動費２回分とオレンジ色部分の燃料費の合計となる。

• 現在、市場を通じて電力を取引するには、発電費用を１つの単価（円/kWh、円/ΔkW）で表

現し、入札する必要がある。その場合に、起動費をどのように入札価格に織り込み、適切な

約定や取漏れのない費用回収を実現するかは、両市場に共通した難しい課題となっている。

第４回需給調整市場検討小委員会（2018年5月23日）資料３から抜粋、一部加工



• スポット市場では、発電機の歯抜け約定を防止し、起動費の取漏れを防ぐため、複数のコマ

をまとめて入札するブロック入札が可能。

• ブロック入札では、複数のコマを指定し、コマごとの量、加重平均価格を指定して入札し、

入札量全量が約定するかしないかのどちらかとなる。
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スポット市場におけるブロック入札の課題

2021年度冬期に向けた小売電気事業者向け勉強会（2021年11月9日）資料3-1から抜粋

• このため、発電事業者が市場

価格を予測して適切にブロッ

クを設定することが必要であ

り、市場価格が入札価格を下

回ると、ブロック全てが不落

となる。

• 発電事業者としては収益機会

を逃し、社会全体としても電

源の有効活用が図れないこと

となる。
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（参考）需給調整市場における起動費算入の課題

• 需給調整市場においても、起動費の入札価格への織込み方法や、回収方法が課題となってい

た。入札価格への起動費の過大な算入を防止しつつ、取漏れを防ぐ観点からは、起動費の全

部又は一部を事後精算とすることが考えられる。しかし、入札価格に起動費が反映されなく

なると、相対的に起動費の高い電源が約定してしまうなど、約定電源を適切に選定できない

ことが問題とされていた。

• 2025年度以降、以上の点も勘案し、起動費１回分のみを入札ブロックに按分して割り付け、

取り漏れた分は事後精算とする方法（次ページ参照）が導入されている。

第99回 制度設計専門会合（2024
年7月30日）資料４から抜粋

起動費全てを事
後精算とする案
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（参考）需給調整市場の起動費事後精算

第１回 制度設計・監視専門会合（2024年9月30日）資料8から抜粋
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需給運用の困難化

• 今後、変動性再エネ電源の大量導入に伴い、予測誤差も拡大し、調整力必要量が増加すると

想定されている。また、需給予測の変動幅の拡大や、ノンファーム型接続の増加による系統

混雑の増加によって、系統・需給運用は更に困難化すると考えられる。

• 現在の制度上、発電事業者の発電計画において、エリアの需給バランスや、系統の送電容量

制約等の考慮は求められていない。このため、発電計画と実需給の状況が大きく乖離すると、

電源運用が困難になり、混雑管理（再給電）費用も増加するなど、安定性・効率性の両面か

ら深刻な問題となりうる。
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系統混雑の増加

• ノンファーム型接続の再エネ電源等の増加により、系統混雑が徐々に増加することが想定さ

れている。2029年度には、基幹系統においても、24設備で混雑発生の可能性が示されてお

り、混雑処理（再給電）費用の増加も懸念される。このため、系統混雑を考慮した電源運用

の仕組みを導入することが望ましいと考えられる。
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将来の調整力必要量の増加

第108回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2025年5月16日）資料２から抜粋

• 広域機関の検討によれば、変動性再エネ電源の導入等により、全国における2034年度の調

整力必要量は現在の119～129％となることが想定され、中長期的な観点での調整力設備の

充足状況見通しについては楽観視できない状況であるとされている。

• このため、電力と調整力への効率的な電源配分の必要性は、今後一層高まると考えられる。
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再エネ出力制御等の増加

• 変動性再エネ電源の導入拡大により、需給バランスを維持するための出力制御（再エネ出力

制御）の実施エリア・量は増加傾向にある。また、供給余剰時における電源の下げ余力の不

足も顕在化し始めており、今後、需給運用の一層の困難化が想定される。

• このため、実需給に近いタイミングで電源態勢の柔軟な組替えを可能とする仕組みの導入も

必要と考えられる。

第51回電力・ガス基本政策小委員会系統ワーキンググループ（2024年5月24日）資料1から抜粋
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１．電力市場の現在の課題

２．同時市場の概要と主要な仕組み

３．同時市場導入後の各事業者の役割

参考１ 同時市場における市場価格算定

参考２ 費用便益分析

参考３ 実現可能性に関する検討



• 以上のような課題に対応するために提案されたのが同時市場である。
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同時市場の意義

➢ 卸電力市場と需給調整市場が分かれていることによる電源の取り合い等の問題を解消するた

め、電力と調整力を同時に取引し、約定させる仕組みを導入することにより、電力と調整力

の安定的かつ効率的な調達を可能とする。

① 市場が別に運用されていることによる課題への対応

➢ 電力と調整力の売り入札を１つの入札情報（kWh単価、ΔkW単価）により行うことに基づく

非効率性を解消するため、入札情報として、発電機の費用特性（起動費、増分燃料費）の登

録を可能とし、市場約定における発電コストの効率化を可能とする。

➢ また、起動費等の取漏れリスクを防止するため、発電費用が市場価格から回収しきれない電

源には未回収分を個別に補償する仕組みを設ける。

➢ 将来の需給バランスの変動幅の拡大や、系統混雑の増加に対応するため、市場約定において、

需給バランスや系統の送電容量制約を考慮した上で約定電源と発電量を決定する仕組みを導

入することにより、変動性再エネ電源が更に大量に導入された状況においても、効率的な電

源運用や、混雑処理費用の低減を可能とする。

② 入札・約定方法の課題への対応

③ 需給運用の課題への対応
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（参考）電気の価値と取引市場

• 電気の価値は、エネルギー量（電力量）としてのkWh価値だけでなく、発電能力（供給力）

としてのkW価値、30分より短い需給変動に対応する能力（調整力）としてのΔkW価値の3

つに分けられ、それぞれ異なる市場で取引されている。

• 同時市場は、主としてkWh価値とΔkW価値を取り扱う市場となることが想定されている。

出
力
（kW

）

需要曲線
(1日の電気
の消費)

拡大

【需給調整市場】
送配電が最終的な需給のズレを調
整する調整力を調達する市場

③ΔkW（調整力）価値

【容量市場】
国として必要な供給力を確保するため
の市場

①kW（供給力）価値

【卸電力取引所】
小売が計画値同時同量を行うため
の電力を調達する市場

②kWh（電力量）価値

時間

【電気の価値と市場】
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同時市場の位置付け

• 同時市場は、実需給に近いタイミングの需給運用を最適化するものとして、現在のスポット

市場や需給調整市場に代替する市場となることが想定されている。
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（参考）勉強会で提案された同時市場のイメージ

第10回同時市場の在り方等に関する検討会（2024年6月19日）資料3から抜粋
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同時市場の主要な仕組み

• 現在検討中の同時市場は、以下の仕組みを主な要素としている。これらの仕組みを導入する

ことには、後記のとおり様々なメリットがあり、各課題への対応を図ることが可能となる。

項目 内容 対応する課題

① 同時約定 • 電力（kWh）と調整力（ΔkW）を同時に取引し、約定させる。 課題①

②
入札義務・
自己計画電源

• 発電事業者は、原則として、電力市場と調整力市場の両方に発電余力
全量の入札義務を負う。また、需給ひっ迫時等の対応のため、同時市
場が電源情報を一元的に把握する仕組みを設ける。

• 電源の売り入札について、発電BGが自ら電源起動・出力量を確定させ
る入札方法も原則として自由に選択可能とする。

課題①

③ Three-Part Offer

• 電源の売り入札を、①起動費、②最低出力費用、③増分費用カーブの
３つの情報を登録する方法（Three-Part Offer）で行い、約定電源は、入
札情報に基づき、発電費用を最小化するように最適化を行い決定する。

課題②

④ アップリフト
• kWh価格は、約定電源の入札価格のうち最も高いものではなく、電源態
勢全体で追加で1kWhを出力する場合の増分費用とし、起動費等の回収
不足が生じる電源に対しては、個別の支払により不足分を補償する。

課題②

⑤ SCUC・SCED
• 約定電源と出力量は、Three-Part 情報に基づき、系統制約、需給バラン
ス制約等を考慮して決定する。

課題③

⑥ 時間前同時市場
• 時間前同時市場を導入し、前日市場から実需給までの間にSCUCを繰り
返して行い、発電・需要BGによる取引を可能とする。

課題③
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① 同時約定

• 同時市場は、電力と調整力を同時に取引し、約定させる市場である。このような市場を導入

することで、卸電力市場と需給調整市場の電源の取り合いが解消され、電源を電力と調整力

に適切に配分することが可能になり、売り入札不足を原因とする価格高騰の防止や、変動性

再エネ電源の増加に対応するための十分な調整力の確保等の効果が期待できる。
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②－１ 入札義務

• 電力市場と調整力市場において売り切れの防止や十分な調整力の確保を図るという同時市場

の趣旨を踏まえ、発電事業者は、原則として、発電余力の全量を電力市場と調整力市場の両

方に入札する義務を負う（※）。

※ 現在は、容量市場リクワイアメントにおいて、発電余力を「卸電力市場等」に応札することが求めら

れており、両方の市場への入札義務までは課されていない。

• 入札義務の内容、対象電源、根拠等の詳細については、現在の容量市場リクワイアメントや、

「適正な電力取引についての指針」の内容を踏まえ、引き続き検討を行う。

安価 高価

Δ
k
W

Δ
k
W

k
W

h

k
W

h k
W

h k
W

h

停
止

効率的な電源配分

発電事業者の入札（電源）が電力
（kWh）と調整力（ΔkW）に配分される

小売

発電

入札（発電機情報）

系統情報
（送電容量等）

入札（需要の情報）

同時市場 出力
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②－２ 自己計画電源としての入札

• 同時市場の仕組みには多くのメリットがある一方で、発電事業者の観点からは、Three-Part 情報に基づく

約定方法（後記③参照）となることにより、従来のkWh単価による約定と比較して、約定結果の見通しが

立ちにくくなり、発電事業の予見性が低下するおそれが指摘された。

• 同時市場は短期的な取引の最適化を図る枠組みであり、電源の設備投資や燃料調達の観点からは、中長期

的な取引との整合性や、発電事業の予見性の確保も重要である。また、電源の運転制約には、多様かつ詳

細なものがあり、SCUCロジックで全てを考慮することは難しい。

• これらを踏まえ、発電事業者の電源運用上の

裁量を一定程度確保するため、自己計画電源

（自ら起動を確定させる電源）としての入札

と、出力容量の上限・下限の設定は、原則と

して自由と整理された。これにより、発電

BGは、前もって立てた発電計画に基づく運

転も可能である。

• ただし、①相場操縦等の防止、②容量市場リ

クワイアメント、③需給ひっ迫等緊急時の運

用、④再エネ出力制御や混雑対応等の観点か

ら必要な場合には、自己計画電源としての入

札は制限されると整理された。
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②－３ 電源情報の一元的な把握

• 同時市場においては、電気事業者等が、市場に入札をしない電源についても電源情報の登録

を行い、同時市場がこれを一元的に把握・管理する仕組みを設けることが提案されている。

• これにより、需給ひっ迫時等においてより安定的・効率的な対応が可能となると考えられる。

3.7.3 電源等情報の一元的な把握・管理／長期固定電源等

を前提とした制度設計78

前日同時市場においては、売り手・買い手の入札だけで

なく、TSOの想定需要や日本全体の電源の起動状況等も踏

まえて約定結果を決めるため、前日段階での全体の需給の

状況の把握が必要となる。加えて、系統混雑管理の観点か

らは、系統運用者が把握しない形で発電計画変更（差し替

え）が行われると再混雑発生などに伴う不確実性・非経済

性が課題となりうる。また、需給ひっ迫時の対応のため、

電源Ⅲの発電余力を把握する79等の観点からも市場で一元

的に発電情報を収集することは望ましい。このような電源

情報の一元的な把握・管理の観点からは、前日同時市場を

通じて必要な情報を把握する仕組みとすることが効率的と

考えられる。なお、前日同時市場を通じて必要な情報を把

握する具体的な方法としては、入札情報の一つとして求め

るか、前日同時市場のシステムへ情報のみ登録することを

求めるか、いずれもありうる。

「あるべき卸電力市場、需給調整市場及び需給運用の実現に向けた実務検討作業部会」取りまと
め（2023年4月25日）から抜粋 29第２回卸電力市場、需給調整市場及び需給運用の在り方勉強会（2022年2月）資料４から抜粋
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③ 発電機特性に応じた入札（ThreeｰPart Offer）

• 電源の運転費用は、伝統的に、起動費と総燃料費に基づいて算出されている。同時市場の基

本的な考え方は、この算出方法をそのまま採用し、電源運用の最適化を行うものである。

• まず、発電事業者は、売り入札を、３つの費用情報（①起動費、総燃料費を算出するための

②最低出力費用及び③増分費用カーブ）を登録する方法で行う（Three-Part Offer）。

第２回 同時市場の在り方等に関する検討会（2023年9月20日）資料５から抜粋、一部修正

• 同時市場は、３つの費用情

報に基づき、入札電源の起

動費と総燃料費の合計が最

小となるように組合せ最適

計算を行い、電源態勢・出

力配分を決定する。

• この方法により、起動費も

考慮した上で、発電機の運

転費用の観点から最も経済

的な電源態勢を求めること

が可能となる。
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④ アップリフト（起動費等の取漏れ防止）

• 現在検討中の同時市場では、海外市場の例も参考として、約定電源につき、kWh価格とΔkW

価格を通じて発電費用が回収しきれない場合には、不足分を個別に補償する仕組み（アップ

リフト）を導入することとされている。

• この方法により、市場への応札障壁となる起動費等の取漏れリスクを防止することができる。

限界費用

発電コスト

電力量

市場
価格

約定範囲

電源

A

電源

B

電源

C

電源

D

電源

E

電源

F

収支

1
コ
マ

2
コ
マ

3
コ
マ

4
コ
マ

利益

あるコマ（７コマ）における各電源の収支イメージ 電源Ｆの一定期間の収支イメージ

アップリフトの仕組みにより
取漏れ分を費用回収

※１日を通算して取漏れ額を算定

5
コ
マ

6
コ
マ

・
・
・

起動費等

回収漏れ
費用

7
コ
マ

第8回 同時市場の在り方等に関する検討会（2024年4月19日）資料3-1から抜粋、一部修正



• SCUC・SCEDとは、系統制約や需給バランス、電源の運転制約を考慮した上で、発電コスト

が最も小さくなるように計算処理を行い、電源の起動停止計画（UC）や出力配分（ED）を

行うことをいう。前者は、Security Constrained Unit Commitment、後者はSecurity Constrained

Economic Dispatchの略である。

• 前記のとおり、発電事業者は、現行制度上、需給バランスや系統制約は考慮せずに発電計画

を作成する。供給余剰や系統混雑が生じると、送配電事業者が、出力制御や電源の持ち替え

（再給電）を行う必要があり、変動性再エネの導入拡大が進む中で業務負担や費用の観点か

ら課題が生じ得る。

• 同時市場は、SCUC・SCED機能により、

系統制約や需給バランスを考慮した上

で、約定電源や出力量を決定する。

• その約定結果が、発電BGを通じてあ

らかじめ発電計画に織り込まれること

により、出力制御や、混雑処理費用を

低減することができる。

32

⑤ 系統制約等を考慮した約定（SCUC・SCED）

第3回 同時市場の在り方等に関する検討会（2023年10月23日）資料3から抜粋
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（参考）検討会におけるSCUCロジック①

• 検討会の技術検証に使用したSCUCロジック（電力中央研究所）の概要は

以下のとおり。

第２回 同時市場の在り方等に関する検討会（2023年9月20日）参考資料2から抜粋
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（参考）本検討会におけるSCUCロジック②

• 検討会のSCUCロジックで考慮可能な制約条件は以下のとおり。

第２回 同時市場の在り方等に関する検討会（2023年9月20日）参考資料2から抜粋



35

⑥ 時間前同時市場

• 変動性再エネ電源を更に大量に導入すると、需給予測の時々刻々の変動幅は一層拡大するこ

とが想定される。

• このため、時間前同時市場を開催し、前日市場後、SCUCを繰り返しながら実需給を迎える

仕組みを導入することにより、需給予測の変化に応じた柔軟な電源態勢の組替えが可能とな

り、安定的かつ効率的な電源運用や、調整力必要量の低減を図ることが可能と考えられる。

時間前同時市場の開催イメージ（開催時刻等は今後検討）
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１．電力市場の現在の課題

２．同時市場の概要と主要な仕組み

３．同時市場導入後の各事業者の役割

参考１ 同時市場における市場価格算定

参考２ 費用便益分析

参考３ 実現可能性に関する検討
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同時市場の位置づけと役割分担

• 同時市場は、電力量（kWh）と調整力（ΔkW）を同時に取引し、約定させる市場であること

から、卸電力市場（スポット市場や時間前市場）を運営するJEPX、需給調整市場を運営する

EPRXが担う機能を代替する主体となる（下図水色部分の市場を統合するイメージ）。

• 具体的には、BG、次期中給シ

ステム、広域機関等との間で、

主に以下の役割を担うことが

想定される。

- 入札情報の受付・管理

- 系統情報や調整力必要量等の

情報の受領

- 電力と調整力の取引・約定

- 電源情報、約定結果等をBG

や次期中給に通知・連携

第1回同時市場の在り方等に関する検討会（2023年8月3日）資料7から抜粋
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同時市場の位置づけと役割分担（続き）

• 同時市場は、小売入札需要とTSO想定需要を用い、需給バランスや系統制約も考慮した電源

態勢を算出する点では、これまでの市場と性質が異なる。

• 他方、同時市場は、あくまでも電源の効率的な調達や柔軟な運用を可能とする市場であり、

発電、小売、送配電の各事業者が、安定供給のために果たすべき以下の役割や責任を変更す

るものではなく、同時市場の導入後も、引き続き役割・責任を果たすことが求められる。

【各事業者が果たすべき役割・責任の基本的な考え方】

発電事業者

• 小売電気事業者等との相対契約、市場取引に基づき、発電計画を策定し、その計画ど

おりに発電することが求められる。

• 同時市場の導入後は、市場への電源の供出義務（発電余力の入札義務）を負う。

小売電気事業者
• 発電事業者との相対契約や市場取引によって、自社の顧客需要に応じた電力量を調達

した上で、需要計画を策定し、計画どおりに顧客需要を管理することが求められる。

送配電事業者

• 同時市場で約定した電源態勢を前提に、必要に応じて電源の追加起動や差し替えも行

いつつ、引き続き、各エリアの周波数維持等に責任を持つ。

• なお、現在、一般送配電事業者が行う需給調整業務等を高度化・効率化するものとし

て、次期中央給電指令所システムの構築が進められている。

第17回同時市場の在り方等に関する検討会（2025年6月25日）資料3から抜粋、一部修正



39

（参考）市場取引・計画提出イメージ

• 発電事業者（発電BG）と小売電気事業者（需要BG）は、同時市場の約定結果を踏まえて発

電販売計画と需要調達計画を策定し、ゲートクローズまで取引を行い、必要に応じ修正する。

• この点では、現行制度と基本的な仕組みは同様であり、同時市場の最適計算の結果は、BGの

計画を通じて、電源運用や需給管理に反映されることになる。

【同時市場導入後の各BGの役割（イメージ）】

第14回同時市場の在り方等に関する検討会（2025年3月24日）資料3から抜粋
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同時市場と送配電事業者の役割分担

• 同時市場と送配電との役割分担については、以下のように考えられる。

• 同時市場は、電力と調整力を同時に取引・約定する市場として、事業者の入札等に基づき、

需給バランスや系統の送電容量など安定供給面も考慮した最適な電源態勢を提供する。

• 送配電は、周波数維持義務等に基づき、約定結果等を踏まえてBGが策定した発電計画・需要

計画を前提に、ゲートクローズ以降の系統運用、需給運用を行う。

• 現在、実需給断面における需給運用は、送配電から発電BGの調整電源に対する稼働指令の形

で行われている。また、BGに生じたインバランスの補給等は、送配電がBGと締結している

託送供給等契約に基づき行われている。この仕組みは、上記の役割分担を踏まえると、同時

市場の導入後も基本的に変わらないと考えられるのではないか。

第17回同時市場の在り方等に関する検討会（2025年6月25日）資料3から抜粋



参考
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１．電力市場の現在の課題

２．同時市場の概要と主要な仕組み

３．同時市場導入後の各事業者の役割

参考１ 同時市場における市場価格算定

参考２ 費用便益分析

参考３ 実現可能性に関する検討
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価格算定方法①：kWh価格

• 同時市場（前日市場、時間前市場）におけるkWh市場価格については、以下のとおり整理さ

れた。

- Three-Part Offer等の電源側入札情報や需要情報等に基づいて、全体費用最小化を目的

関数として、電力と調整力を同時に最適化した結果（電源態勢）のシャドウプライス

（※）とし、シングルプライスで精算する。

※シャドウプライスとは、最適化問題において、制約式の定数項が１単位変化したときの目的関数の

値の変化を示す。ここでは、電源態勢全体で追加で１kWhを出力する場合の費用となり、結果とし

て、需給均衡点の電源の限界費用と一致する（次ページ参照）。

- したがって、kWh価格は、Three-Part 情報の中の増分費用カーブにより決定される。

- 上記の算定方法は、起動費や最低出力費用を織り込んだ算定方法や、約定電源の中で最

も高価な電源の限界費用を市場価格とする方法と比較すると市場価格が低くなると想定

されること等を踏まえ、増分費用カーブには、一定程度のリスク（＋10％程度）を織り

込むことを可能とする。

- また、上記の算定方法では、エリア内で系統混雑が発生すると、混雑系統と非混雑系統

でkWh価格が異なりうる。この場合については、地点ごとの価格を加重平均し、エリア

のkWh価格を算定する。
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（参考）kWhの価格算定について

• 約定電源の中で最も高い費用の電源で約定価格を決定するのではなく、電源態勢全体で追加

で１kWhを出力するときの費用で約定価格を決定することが合理的とされた。

8円 9円 10円 13円 14円

ΔkW

②同時最適結果の電源ラインナップのイメージ

停
止

A

E F
停止

①kWhのみの電源ラインナップの決定イメージ

kWhとして出力しうる領域（ΔkW考慮なし）

電源Ｄには出力余力が存在するため、少しだけ出力を
増やす場合、電源Ｄの出力が増加する。そのため、電
源Ｄの増分費用がkWhの市場価格となる。

最低出力

B
C D

A

自己
計画

停止

8円 9円 10円 13円 14円

A

F
停止

最低出力

B C D

A

自己
計画

Ｅ

ΔkW ΔkW

ΔkW

ΔkW

ΔkWを考慮して、kWhとして出力する領域
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価格算定方法②：ΔkW価格

• 現行の需給調整市場においては、入札事業者が、電源の起動費、最低出力費用及び限界費用

と市場価格（予想）を踏まえて入札価格（円／ΔkW）を設定し、約定した電源についてマル

チプライス精算が行われている。

• これに対し、同時市場においては、起動費、最低出力費用、限界費用（増分費用）について

は、事業者が入札価格を設定しなくとも、Three-Part Offerから情報が得られることから、

ΔkW価格はThree-Part 情報に基づいて自動的に算出するものとされた。

• また、同時市場では、kWh市場とΔkW市場が同時に開催されることから、ΔkW価格のみから

起動費や最低出力費用を回収する必要はない。このため、ΔkW価格については、調整力固有

の費用、すなわち、調整力を確保するために発電余力を設けたことによる逸失利益（kWh市

場から得られなかった利益）のみに基づいて算出することを基本的な方針とした（※）。

※ この算定方法により起動費等に取漏れが生じた場合にはアップリフトにより補償される。

• ただし、現在の一次調整力、二次調整力に該当する応動速度の速い電源については、当該商

品の需給の状況やパフォーマンス評価を踏まえて、価格算定を行うことも検討されている。

• また、上記の算定方法で適正な水準の価格となるかどうかについては、一定の検証を行った

ところであるが、引き続き確認を行う。
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（参考）ΔkWの価格算定について

• ΔkW価格については、調整力を確保するために生じた逸失利益に基づいて算定し、シングル

プライス精算とすることを原則とした。

• すなわち、ΔkWとして約定した分の発電可能量について、kWhの市場価格と、電源の限界費

用との差額を逸失利益とし、各電源の逸失利益の中で、最も大きいものをΔkWの市場価格と

する。この方法で検証を行った結果は次ページのとおり。

• kWhの市場価格は電源Ｄの増分費用である10円/kWh

• 各電源の逸失利益は、10円とその電源の限界費用の差額

• 左図の場合では、電源Bの逸失利益が最も大きく、2円となる。

この２円がΔkWの市場価格となる。

• なお、電源Ｅは、調整力を確保するために起動された電源で

ある。電源Ｅは、kWh価格として10円、ΔkW価格として2円

を得られるが、限界費用が13円であり、起動費も考慮すると、

発電費用の回収不足が生じる可能性が高い。取漏れが生じた

場合には、その部分はアップリフトで補償される。ΔkW市場価格＝２円/ΔkW

8円 9円 10円 13円 14円

A

F
停止

最低出力

B C D

A

自己
計画

Ｅ

ΔkW

同時最適結果の電源ラインナップのイメージ

ΔkW

ΔkWを考慮して、kWhとして出力する領域

ΔkW ΔkW

ΔkW
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（参考）ΔkW価格等の試算

• 前ページの算定方法をとると、kWh価格平均に対してΔkW価格平均は0.33、kWhの年間取

引総額に対してΔkWの年間取引総額は0.02となった。kWh価格を10円/kWhと仮定すると、

ΔkW価格は3.3円/ΔkW、kWhの年間取引総額を5兆円とすると、1000億円に相当する。

第1４回同時市場の在り方等に関する検討会（2025年3月24日）資料５から抜粋

• また、この場合、アッ

プリフトの規模感は、

kWhの年間取引総額

に対して、アップリフ

トの年間総額が0.018

となる。

• これは、kWhの年間

取引総額を仮に5兆円

とすると、900億円に

相当する。
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価格算定方法③：調整力kWh価格等

• 現行の需給調整市場においては、調整力kWh価格は、事業者が設定した出力上げ単価（V1単

価）、出力下げ単価（V2単価）に基づいてマルチプライスで精算されている。V1単価、V2

単価は、調整力供出インセンティブの観点から、限界費用に±10％のマージンを乗せて設定

することが可能。

• 同時市場においては、電源の費用情報がThree-Part Offerで提供されることから、V1単価、

V2単価を改めて設定する必要はない。また、実需給断面におけるkWhの価値も、前日市場や

時間前市場におけるkWhと同様に、その時点における電源態勢のシャドウプライスによって

評価することが合理的であると思われる。

• このため、同時市場における調整力kWh価格は、実需給における電源態勢のシャドウプライ

スとし、現行制度とは異なり、シングルプライスで精算する方針とされた。

• インバランス料金については、現行制度では、調整力kWhの限界価格を参照し、ひっ迫時補

正等が行われる。この点は、基本的な考え方は同様とし、インバランス料金は、原則として

は調整力kWh価格（同時市場ではシングルプライス）とし、ひっ迫時補正等の在り方につい

ては、同時市場の詳細設計時において検討するものとされた。
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（参考）調整力kWhの価格算定について

• 調整力kWhについても、前日市場・時間前市場のkWh価格と同様に、その時点での同時最適結果のシャド

ウプライスとし、シングルプライス精算とする。これにより、前日市場から実需給の運用まで、一貫した

ロジックで価格算定が行われることになる。

• なお、調整力kWhによる運用は、確保していた調整力（ΔkW）を使用して、SCED（系統制約等を考慮し

た出力配分）により需給運用を行うものであるが、SCEDで使用するのは、調整力のうち予測誤差に対応

するための部分である。時間内変動に対応する部分は確保したままとなる。

8円 9円 10円 13円 14円

A

F
停止

最低出力

B C D

A

自己
計画

Ｅ

ΔkW ΔkW ΔkW

実需給断面の電源ラインナップのイメージ

ΔkW（時間内変動対応）

ΔkWを考慮して、kWhとして出力する領域

追加

追加

時間前市場で追加調達されたkWh

• 左図の場合、実需給における需給運用には、電源Ｅにおいて確保

された調整力（ΔkW）のうち、調整力kWhとして使用可能な部分

（黄色のΔkW）が用いられる。

• すなわち、少しだけ出力を増やす場合、電源Ｅの出力が増加する。

そのため、電源Eの電源の増分費用が調整力kWhの市場価格とな

る。

• なお、実際には実需給の運用は５分単位の計算処理によって行わ

れると想定される。このため、５分単位の調整力kWh価格を加重

平均し、30分コマの調整力kWh価格とする。調整力kWh価格＝13円/kWh

ΔkW

ΔkW
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１．電力市場の現在の課題

２．同時市場の概要と主要な仕組み

３．同時市場導入後の各事業者の役割

参考１ 同時市場における市場価格算定

参考２ 費用便益分析

参考３ 実現可能性に関する検討
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費用便益分析

• 検討会においては、同時市場の仕組みの具体化に係る議論の結果を踏まえ、同時市場の導入

の可否の判断に資するため、費用便益分析を行い、その妥当性についての評価を行った。

• Three-Part Offerによる入札や、供給力と調整力の同時最適を市場の仕組みとして既に採用

している米国でも、市場移行時には費用便益評価を実施している。こうした諸外国の評価事

例も参考にしながら、費用便益項目として何が適切なのか、何が評価可能なのかを議論した

上で、抽出された費用便益項目について、定量・定性の両面から、具体的な分析を行った。

• 具体的には、便益については、定量評価可能と考えられる以下の便益項目①、②に関するシ

ミュレーションを行い、費用については、海外事例等に基づく評価を実施した。

➢ 便益①（調整力確保費用の低減）：調整力確保の高価な電源稼働が不要になることに伴

う、燃料費・CO2対策コスト低減費用を算定

➢ 便益②（混雑処理費用の低減）：混雑処理における電源の持替えをより安価な電源で実

現できることに伴う、燃料費・CO2対策コスト低減費用を算定

➢ 費用：米ERCOTを元にした英Ofgemの算定結果（2022年）を、系統容量・物価上昇等

で補正
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便益①：調整力確保費用の低減

• 同時市場の導入に伴い、調整力必要量が低減する場合、調整力確保のための高価な電源の稼

働が不要になることに伴い、燃料費・CO2対策コストが低減する。

• 具体的な調整力必要量の低減効果については、将来の需給調整市場における必要量14.9％に

対し、同時市場への移行によって、9.0％（▲5.9%）に低減可能といった結果が得られた。

• 調整力必要量が需要比で5.9%低減される場合、高価な電源の起動が不要となることにより、

燃料費・CO2対策コストは、602～737［億円/年］低減した。

第60回調整力の細分化及び広域調達の技術的検討に関する作業会（2024年2月7日）資料２から抜粋 第9回同時市場の在り方等に関する検討会（2024年5月22日）資料5から抜粋



53

便益②：混雑処理費用の低減

• 便益②については、同時市場の導入により、混雑管理方法がエリア単位の再給電方式から

SCUC・SCEDロジック（広域大での全体最適）になることに伴う燃料費・CO2対策コストの

低減費用をシミュレーションした。

• 分析方法としては、再給電方式を模擬したシミュレーション結果と、SCUC・SCEDロジック

を模擬した結果の燃料費・CO2対策コストの差額を便益として算定した。

• 同時市場においては、SCUC・SCEDロジックにより、再給電方式と比較して、混雑処理の持

替えをより安価な電源で実現できることにより（※）、燃料費・CO2対策コストは959～

1,252 [億円/年] 低減した。

※ 再給電方式では、インバランス料金への影響を避けるため、混雑処理はエリア内の電源を用いて行う
こととされている。同時市場では、市場の約定結果を通じ、系統混雑を生じさせない形で、他のエリ
アも含め、より安価な電源が自動的に起動・出力されるため、比較した場合の費用低減効果が大きい。

現行の再給電方式を模擬 SCUC・SCED

模擬対象 再給電方式 同時市場

制約条件
連系線制約：再給電前の状態の潮流値

地内制約：あり
連系線制約：運用容量
地内制約：あり

総燃料費［億円/年］（燃料費+CO2対策コスト） 39,789～49,072 38,830～47,820

第9回同時市場の在り方等に関する検討会（2024年5月22日）資料5から抜粋・一部加工 ②広域大の混雑処理による費用低減：959～1,252 ［億円／年］
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（参考）再給電費用

第55回制度設計専門会合（2021年2月5日）資料3から抜粋

• 再給電においては、混雑系統の電源に下げ指令、非混雑系統の電源に上げ指令を行うため、

差額が送配電事業者の負担となる。2029年度の再給電電力量は約240GWhの見通しであり、

増加傾向にある。

• 同時市場では、この再給電が必要な場合が減少し、広域メリットオーダーによる混雑処理が

可能となることから、混雑処理費用が大きく低減されると考えられる。

再給電費用は増加傾向
にあるとされている。

第83回広域系統整備委員会（2024年9月10日）資料3から抜粋、加工
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費用評価結果

• 同時市場移行の費用については、海外事例に基づく推定値に今後の物価上昇等を織り込み、

割引率、年経費率で換算し、1,389～1,562億円と評価した。

• 物価指標については、一般的に用いられる国内の消費者物価指数を用い、2022年（英

Ofgemが費用便益評価した年次）の消費者物価指数からの上昇比率である1.05～1.18を今

回の費用評価に用いている。



56

定量的な費用便益分析のまとめ

• 定量的な便益分析（シミュレーション）結果及び定量的な費用評価結果を踏まえ、10年評価

（2030年頃から10年）に換算した結果は以下の通り。

• 同時市場への結果、費用便益分析（Ｂ／Ｃ）としては6.4～9.2という結果が得られ、費用を

大きく上回る便益が期待できるとされた。

第12回同時市場の在り方等に関する検討会（2024年9月25日）資料3から抜粋
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定性的な費用便益項目の整理

• 定量的な費用便益分析に加えて、定性的な費用便益項目についても整理を行い、それらが定

量的な費用便益分析に与える影響評価や、同時市場を導入する際の留意点の示唆について検

討を行った。いずれの項目も、費用便益分析を安全側にする方向、または同時市場参加者の

メリットにつながるものと考えられる。

定性的な便益（１／２）

⚫ 卸電力取引所の売り切れによる価格高騰の改善
kWh市場とΔkW市場が別々に運用され、調整力を事前に確保すると、需給ひっ迫時にkWh市場が売り切れ、
価格高騰が生じ得る（2020年度冬期価格高騰で発生した事象）。この点、同時市場においては、供給力と
調整力を一体で取り扱うことで、このような事象の発生を抑える効果があることが期待できる。

⚫ 需給調整市場（ΔkW市場）の売り入札不足等の改善
kWh市場とΔkW市場を同時に開催することにより、kWh市場とΔkW市場両方への入札義務を効果的に課す
ことができ、現行制度における需給調整市場への売り入札不足やそれに伴う価格高騰の改善が期待できる。

⚫ 非効率的な電源態勢（ブロック入札の限界）の改善
Three-Part情報等の電源情報を元にしたSCUC・SCEDにより、最経済な電源稼働が期待される。定量評価
には、ブロック入札よりも改善されるであろう電源態勢による効果を織り込んでいないため、その評価結果
は安全側となる。

⚫ ブロック入札による逸失利益の改善
Three-Part情報等の電源情報を元にしたSCUC・SCEDにより、最経済な電源稼働が期待されるため、ブ
ロック入札を原因とする事業者の逸失利益の改善が期待される。

第12回同時市場の在り方等に関する検討会（2024年9月25日）資料3から抜粋



定性的な便益（２／２）

⚫ 便益評価側における今後の物価上昇等の織り込み
費用評価側で織り込んだ今後の物価上昇について、燃料費・CO2対策コストの物価上昇想定が困難であるこ
とから、便益評価では織り込んでいないことにより、その評価結果は安全側に働くと考えられる。

⚫ 週間断面での電源の確実な起動等
同時市場における週間断面での電源の起動・停止計画の策定により、起動に時間のかかる電源の確実な起動
や、揚水発電等の効率的な運用による経済性の追求が期待できる。

⚫ 時間前市場の流動性の向上
今後の時間前市場設計にもよるが、前日同時市場と同様の仕組みとする場合には、より札を集約した形で流
動性高く取引を行うことができると考えられるため、流動性の向上が期待される。加えて、時間前の断面に
おいても効率的に供給力と調整力を売買することによる経済性の向上も期待される。

⚫ 需給調整市場用の連系線利用枠の解放による電源稼働の改善
同時市場では、ΔkW確保エリアを広域運用単位に拡大し、地域間連系線と地内系統を区別なく扱うことに
伴い、新たな運用容量（管理）の考え方になるため、現行の連系線利用枠の取り合いは不要になる予定。

⚫ 事務手続の低減
同時市場の約定結果をBG計画に簡易に引用できる仕組みを導入するなど、事務手続のフローを工夫するこ
とで、事業者の手間の低減も期待できるか。
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定性的な費用便益項目の整理（続き）

第12回同時市場の在り方等に関する検討会（2024年9月25日）資料3から抜粋
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１．電力市場の現在の課題

２．同時市場の概要と主要な仕組み

３．同時市場導入後の各事業者の役割

参考１ 同時市場における市場価格算定

参考２ 費用便益分析

参考３ 実現可能性に関する検討
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同時市場の導入に向けた技術検証について

• 同時市場の導入の可否を判断するには、市場における約定ロジック等の課題や実現性等につ

いて検証を行う必要があるため、検証Ａとして電源起動・出力配分（SCUC・SCED）ロジッ

クの検証を、検証Ｂとして価格算定の方法による市場価格等への影響の検証を行った。

• 検証Ａについては、高度な計算等を行うことが想定されたため、学識者やメーカー技術者等

により構成される第三者検証体制（同時市場における電源起動・出力配分ロジックの技術検

証会）において事前検証を行った。

第1回同時市場の在り方等に関する検討会（2023年8月3日）資料５から抜粋
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（参考）検証Ａにおける検証項目について

• 同時市場における電源起動・出力配分ロジックの技術検証会で当初設定した論点は以下。各

論点について、基本的なロジックを構築・実装し、動作検証を行った。

第15回同時市場の在り方等に関する検討会（2025年4月22日）資料４から抜粋
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各国・地域における導入状況

• 各国・地域における、電力（kWh）と調整力（ΔkW）の同時最適化の対応状況は以下。

• 米国電力市場では、PJMに限らず複数の独立系統運用機関（ISO/RTO）において、Three-Part 

Offer等の入札情報に基づき、市場約定を通じて電源態勢を最適化する仕組みが導入済みであ

るほか、欧州エネルギー規制機関間協力庁（ACER）においても、前日市場における電力と調

整力の同時最適化に向けた費用便益等の検討が進められている。

令和４年度エネルギー需給構造高度化対策に関する調査等事業（卸電力市場、需給調整市場及び需給運用の在り方に関する調査事業）調査報告書より抜粋
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